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統治システムの管理の視座－東京都政を中心に－ 
From the Perspective of the Leadership in the Governor of Tokyo  
―The Studies on Tokyo Metropolitan Government― 
 
                         光延 忠彦 
MITSUNOBU Tadahiko  
 
要旨 都政論再考では、1955 年以降の「都政論」が、都知事選挙における、政党間の対立
と協調による伝統的なダイナミズムによって、国政の政党間関係のアナロジーを中心とし
て議論されてきた点に鑑み、都知事選挙後における都政の運営という点に着目して、他の
自治体では見られない東京都政に典型の、政治行政を執行する行政組織について把握し、
続いて、それらの組織が、東京都の置かれた地方行財政制度の下で運営される場合、どの
ような点が問題になるのかについて検討を行ってきた。そこで、本稿では、こうした議論
をさらに進めて、東京都政に典型の、公営企業経営と行財政制度に焦点を絞り、都知事の
リーダーシップが、これらの課題に如何なる機能をするのかについて議論し、「統治シス
テムの管理」という新しい視座の提出を試みることにしたい。 
 
 本稿に先行の「都政論再考－統治システムの管理を中心に－」では、 
 はじめに 
 第 1 節 東京都の中枢組織と教員組織 
 （1）中枢組織の目的 
 （2）職員組織とその機能 
について議論したが、本稿はこれに続く。 
 
（3）「東京市」としての公営企業経営 
都政においては、都制度の下、「道府県」としての事務以外に「東京市」としての事務を
行ってきた。次に検討する交通と上下水道事業はこれに該当する。 
公営事業は、大きく行政サービス供給と行政サービス需要の二つの領域から構成される。
供給側は、輸送や給水といった行政サービスを必要とする対象者へサービスを提供する領
域であり、需要側は、不特定の都民などが一定量の行政サービスを購入する領域である。
ここではこれらに焦点を当て公営事業制度を確認し、次に公営事業の行政サービスの構成
と特徴を明らかにし、その特質と意味について考える。 
 日本の定期路線の公営交通事業には、軌道の有無によりバス事業と鉄道事業とがあり、
さらに鉄道事業では地上か否かで、路面電車、モノレール事業と地下鉄事業に大別される。
現在東京都営では 23 区を中心にバス事業、地下鉄事業が、一部地域で都電（地上路面電車）
事業、モノレール事業が運営されている。23 区を中心とした、その設置主体別内訳（2000
年度現在）は、バス事業では都営、地下鉄事業では 4 路線１が都営、8 路線２が公法上の法
人、帝都高速度交通営団（営団）の所有である。同地域での営業収入ではバス事業の 11.4％
（455 億円）、都営地下鉄事業の 22.2％（919.3 億円）に対し、営団地下鉄は 66.4％（2986
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億円）と全体の 3 分の 2 以上を占め、さらに地下鉄事業の敷設全キロ数に占める割合にお
いても都営の 109 ㎞に対して営団は 177.2km で、全体の 62％を所有している。 
 地下鉄事業を大阪市、名古屋市と比べて見ると、大阪市ではバス事業、地下鉄事業は共
に市営とされ、営業収入（2000 年度）比率はバス 15％（155.1 億円）、地下鉄 85％（1486.6
億円）である。地下鉄の敷設キロ数 115.6 キロは都営の 109.2 キロとほぼ同規模であるが、
営業収入の点では大阪市営の 1640 億円に対し都営は 1001 億円で約 3 分の 2 程度でしかな
い。両者はほぼ同規模の供給路線を持ちながら、営業収入の点で都営地下鉄は大阪市営地
下鉄より採算性が低いといえる。 
 また名古屋市では大阪市と同様、バス事業、地下鉄事業は共に市で経営され、営業収入
（2000 年度）の点でバス事業の 26％（250 億円）に対し地下鉄事業では 74％（700 億円）、
さらに地下鉄の敷設規模で見ると名古屋市営の 76.5 キロは都営の 73％に匹敵する。名古屋
市人口 210 万人（1998 年度調査）で 76.5 キロの営業規模を持つ名古屋市営地下鉄と、23
区人口 789 万人（1998 年度調査）で 109.2 キロの都営とでは、人口比で 23 区は名古屋市の
3.8 倍の規模に対し供給路線比は 1.4 倍でしかなく、都営地下鉄は供給路線の規模の点から
見ても明らかに過小というべきである。 
以上の比較から分かる採算性の低さや供給路線の規模の過小性は、都営地下鉄の営団地
下鉄との、同一地域における並存という事情から生じている。大阪市や名古屋市の地下鉄
事業は設置都市の独占的経営に委ねるのに対し、23 区では都営と営団とに分割され、かつ
営団優位の状況で推移してきた。その端緒は昭和 16 年制定の帝都高速度交通営団法による
地下鉄事業の、都営に先行した開業であった。歴史的に先行した営団地下鉄事業は、規模、
営業の両面で都営以上の事業となったため、1960 年代以降数度にわたって都が地下鉄事業
一元化を要望したにもかかわらず実現を見ていない。 
こうした、営団と都営との二元的営業体制は、公営交通事業の非効率性の要因にもなっ
ている。それにも拘わらず、東京都の公営交通事業の力点は、60 年代以降の高度経済成長
に伴う都心部への人口流入によって、バス事業から地下鉄事業に移行し、しかも、この都
政のバス事業が私鉄バスと異なり都心部を営業領域としていることもあって、人や車両増
加に伴う混雑時の営業が非効率性をさらに高めているのである。 
 こうした背景を持つ、都営地下鉄は営団に 19 年遅れて、1960 年、押上浅草線の開業で
交通市場に参入した。遅れた市場参入のため、営団の銀座線、丸ノ内線などの収益性の高
さに比べて、都営地下鉄の開業路線はその後も営団路線の周辺に限定され、建設費の面で
も後発のゆえに高額投資３が必至となり、高コストであった。戦前に制定された陸上交通
事業調整法によって、都営交通の事業地域が山の手線内側の旧市内と荒川放水路を結ぶ狭
い地域に押し留められという制度上の制約を負っていたからである。 
 後発での市場参入は高度の建設技術利用が可能という利点の反面、それが却って軌道と
路線位置に関し難点にもなった。後発路線は付加価値を高めるため既存路線、たとえば営
団地下鉄や都心へ集中する私鉄路線への接続を目的に軌道を多様化した。すなわち、銀座、
丸の内線に対しては広軌の 1435 ミリ、またこの 2 路線以降に建設された日比谷線などに対
しては狭軌の1067ミリ、そして周辺私鉄線への接続には1372ミリの軌道で対処した結果、
都営は 3 種類の軌道路線を持つことになった。これは都営地下鉄全線での車両の使いまわ
しを困難にした分、車両費についても高コストになったのである。また、営団地下鉄が主
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として地下１層、2 層に敷設されたのに対し、後発の都営地下鉄は営団以上に深部の地下 3
層を中心に建設されることになったため、深部における建設工事はコスト高になった。 
このような都営と営団という設置主体の分離は、公共交通機関の効率性を妨げる一因に
なっていた。東京都以外の大都市では、近距離・小部へのきめ細かな輸送を担当するバス
と、遠距離・大量輸送の地下鉄との機能が明確に区別され、利用乗客の性格に応じた公営
交通輸送が行われている。ところが、東京都の場合利用乗客の性格に合わせた輸送は一定
程度守られているものの、効率路線の営団への偏在が、都営への集客に不利、もしくは都
営利用乗客に過重負担を強いる結果となった。こうした点が都営交通事業の供給システム
の特徴である。 
一方、公営交通事業の行政サービスを需要面から見ると、公営交通機関の収入は、乗車
運賃、各種関連事業の営業収入、国・地方自治体からの補助金から構成される。関連事業
収入はその事業展開が限定的であるため多くの収入を期待できない。また補助金は国・都
道府県あわせて建設費の 7 割程度が補助される制度となっているが、10 年分割の運営費補
助という形態を採用しているため、営業中の事業では建設費の財源としては計上されず、
建設投資財源に占める国県補助金の割合は極めて低くなっている４。もちろん設備投資や
経済不況による損失処理には企業債の発行や一般財源からの繰り入れも行われる。しかし
公営事業には、52 年制定、66 年改正の地方公営企業法で独立採算制が採用されたため、一
般財源からの繰り入れも償還の義務化により一時的である。従って、運賃収入が経営の根
幹となっているのである。 
 このような都の公営交通事業の特質は、基本的には公営交通事業財政を悪化させる要因
になる。すなわち、大阪、名古屋市とは異なる区部における都営と営団との二元的営業体
制が、技術、営業の両面において制度上都営劣位となっているからである。しかし当該事
業が制度上財政悪化構造にあったとしても、それが直ちに赤字に直結する訳ではない。制
度の運用が人材によって達成される以上、それを機能させるのは人材などによる副次的要
因にも依存していると考えられるからである。 
 また、水道事業の場合では、一般的に供給体制は二つの要素から成り立つ。ひとつは当
該領域に給水する事業体としての公営事業であり、もうひとつは他の公営事業体に分水す
る卸業務、つまり元売りとしての公営事業である。都の場合、前者の立場では、23 区と多
摩地域の 24 市町（武蔵野、三鷹、昭島、羽村、奥多摩、檜原の 4 市１町１村を除く）がそ
の対象に、また後者の立場では武蔵野、三鷹、昭島、羽村の 4 市が浄水の分水対象になっ
ている（2000 年度）。従って、東京都内の水道事業は武蔵野市ほか 3 市が各自治体経営で、
そして都営が区部と多摩地域の2事業体から構成されて、都合6事業体で運営されている。 
 これと異なり大阪府の場合は後者に当たるが、大阪市が府に先行して水道事業を起こし
独自に給水設備を整備した。このため府営水道は給水の卸業務を 32 市 8 町１村、約 615
万人に行い、大阪市は市内地域にのみ給水事業を行っている。府営水道から配水される市
町村は独自に給水施設を所有し、水道料金の設定も行わなければならない。 
名古屋市の場合も大阪市と同様で、愛知県営水道が卸業務によって名古屋市以外の自治
体に給水している。従って、大阪府も愛知県も、水道事業の料金設定は当該自治体の判断
に委ねられているのである。 
ところが東京都の場合、大阪、愛知に比較して供給事業体数は 6 事業体に限定され、都
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営水道の包括性が高いという特徴がある。このため、給水世帯・人口、さらに配水管延長
距離の何れの指標をとっても、経営主体の負担は広範囲でありかつ増大してきた。区部と
多摩地域というほとんど都全体を網羅する都と、市部を中心とした大阪市という、留保付
の比較（1998 年度５）であるが、それによると、給水人口では東京都の 1116 万人に対し大
阪市では 259 万人で、およそ 4.3 倍の需要であるように、配水管延長距離では 23000 キロ
に対し 1400 キロと極端（16.4 倍）に異なっている。従って、都営水道には給水人口に比べ
て設備投資が過大であるという特質がある。 
 都の水道事業の行政サービスを需要面から見ると、収入には水道料金、起債、国庫補助
金などがある。こうした要素は都に限らず大阪府、愛知県でも同様である。ただ都とこれ
らとの差異は、都営水道の料金収入への依存が他自治体に比べて小さいという点である。
都営水道の財政を 89 年から 97 年までみると、収入総額に占める料金額は、92 年度の 67.9％
を最低に、89 年度の 75.6％までの範囲で推移した。最新の 2000 年度で見ると 77.8％と最
近の動向では最高の率であった。これに対して大阪府では、2000 年度で料金収入は 95.6％
と極めて高いことが分かる。もちろん両者の基本的差異は末端供給事業か、卸供給事業か
という要因によるが、水道会計に占める料金収入比率が高いだけ大阪府営水道は、会計上
独立的であり、かつ事業体としての役割が大きいと判断できる。これに対し、都営水道財
政は料金収入を基本としながらも、企業債、補助金などに依存する他律的財政構造になっ
ているのである。また地方自治体を顧客とする元売り事業ではなく、給水事業体であるこ
とによって、その財政的自立性は低く、経済状況のあり方によっては財政基盤の動揺を引
き起こしかねない構造となっている。従って、都営水道は末端顧客に直接接しているとい
う点で、大阪府営水道をは異なり、経済情勢に左右される制度上の特質があることが分か
る。 
 このような両事業の、主収入源を利用料金に依存する財務体質は、以下の問題を提起す
る。第一に、公営交通事業に関していうと、大阪市、名古屋市などバス事業、地下鉄事業
が単一事業主体に包括された地域では、事業主体の営業領域内での競合が欠如しているた
め、仮に運賃値上げに、たとえば党派的抵抗が生じても、それは値上げの可否のレベルに
留まる。運賃額では、大阪市、名古屋市の場合共に都営より高めに設定されてはいても、
地下鉄乗車に料金格差の発生という問題は生じていない。設置主体の統一性が運賃に差異
を引き起こさないからである。しかし事業主体不統一の地下鉄事業では、営団の運賃値上
げは営業収支という経済性に依存するにしても、都営のそれは経済性以上に党派的要因に
左右される。すなわち、都営交通機関の運賃値上げの可否は、運輸省（運輸審議会）の認
可以上に、議会における政治過程に依存しているからである。もちろん大阪市、名古屋市
でも党派的要因による運賃値上げの争点化がないという訳ではないが、23 区の場合のよう
な（営団都営の各路線が並行路線でない）競合路線の選択ができる地下鉄利用の場合では、
運賃格差のゆえに、経営主体である都への責任追及が議会内で顕在化する可能性がある。
従って、都営地下鉄の運賃値上げは、大阪市、名古屋市、営団に比較して、経済性の問題
以上に政治的要因に左右されることになるのである。 
 第二に、水道事業の場合でみると、各自治体独自に水道料金が設定される大阪府６や愛
知県と異なり、東京都営では料金にプール制が採用されて、区部と多摩地域の料金が平準
化されている。このことは、過密な地域が需要の過疎な地域のコストを負担することにな
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り、区部の利用者にとっては負担増になる。 
このような料金体系は、自治体内の水道利用者数に拘わらず、事業体全体にわたって給
水コストが転嫁されるため、料金が割高になる自治体が生じることとなった。さらに、区
と多摩地域市町村の合算で料金が設定されるため、経済的不況時の都心部を中心とした大
口需要の低下、あるいは都市部の鉱工業からサービス業中心への産業構造転換による需要
の変化など、特定地域における問題が経営全体に波及し、赤字や料金値上げを促進する要
因になっている。1998 年の統計調査時の単位（24㎥ /月）あたり料金では、東京都の 3391
円に対し大阪市は 2392 円と、約 1000 円安価に大阪市では水道利用が可能になっている。 
そして、第三に独立採算制導入問題がある。一般行政事務が社会的便益、あるいは公共
的需要を充足する行政で、その費用を賄う収入を個々の支出とは無関係に主として税収に
求めるのに対し、公営事業はそのサービスの効果が特定個人に分割して帰属する行政のた
め、利用者の利用に応じて対価である料金を支払い、それによってコストを賄うという特
徴がある。たとえば、水道事業での独立採算制導入は 1948 年制定の地方財政法第 6 条によ
って本格化した。常時 20 人以上の雇用職員数を有する水道事業体は独立採算制の導入に踏
み切らざるを得なかった。従って、公営事業は行政とはいっても、企業の形態をとること
になり、さらに市場生産でもある関係上、一定の範囲で経済法則にも制約される。公営事
業は利潤を目的とはしないが、料金を通じて経営が成り立つ限りにおいて、経済法則に無
関心には成り得ない。しかも安全と低価格と効率化を常に事業体外から要請される。その
ような要請に応じるためには、政治過程を通じた多様な圧力をも甘受しなければならない
宿命を帯びた。 
また下水道事業も基本的には水道事業と同様に、都内一体となって経営されている。都
が管轄するのは主要な管までであり、各家庭からその管までの施設は各市町村がその負担
を負っている。しかも料金は全都統一料金で運営されているため、各市町村が経営した場
合とは異なり、施設が設置されて、その設置費用が料金に転嫁されている以上、多摩地域
における料金は、相対的に割り高になっているのである。 
このように都営交通、都営上下水道事業は、財政悪化を招きやすい制度上の要因のため、
赤字の可能性を孕んでいた。そのため、公営企業の独立採算制の採用は、企業自身による
内部改善、あるいは受益者負担、さらに両者を促進させることになる。その場合、これら
の政策をどのように導入するかが知事のリーダーシッに依存することになるのである。 
 
第 2 節 行財政制度と問題 
 
前節で検討した都庁内の統治組織は、いずれも知事の統治のための手段として、知事の
管轄下に置かれているが、ここでは、そのような統治組織が、都独特の行財政状況の下で
機能する場合、如何なる点が問題になるのか、この点を確認する。 
 
（1）都を取り巻く行財政制度 
 
 都財政は、中央政府からの移転財源が過少であるという点が特徴として挙げられる。第
一に、地方交付税交付金が交付されていない。東京都が課している地方税の税目は、都下
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全域では道府県民税個人分、道府県民税法人分、道府県民税利子割り分、事業税個人分、
事業税法人分であり、これに加えて区部では、都区制度によって市町村民税法人分、固定
資産税、特別土地保有税、事業所税などを都の財源として徴収する。これらの都税のなか
でも大きな比重を占めるのは、事業税法人分および、道府県民税法人分の二税である。98
年度当初予算で見ると、この二税は予算全体の約 4 割にも上り、地方財政のおよそ 2 倍の
比率となっている。このような法人二税が他の地方自治体に比べて多い傾向は戦後一貫し
たものであり、都財政は 1954 年以来地方自治体が等しく、合理的かつ妥当な水準で自主的
に事務事業を遂行するのに必要な基準財政需要額を、標準的な状態において徴収が可能な
税収の基準財政収入額が上回っていた。こうした事情が地方交付税の不交付に帰結したの
である。 
第二に、国庫負担金７、国庫委託金８、国庫補助金９からなる国庫支出金の都への移転も
他の地方自治体に比べて過少に推移した。この傾向は、美濃部都政以降に顕著に見られた
が、特に 84 年以降では、都財政の歳入に占める割合も 10％を割り、地方財政の 2 分の 1
から 3 分の 2 程度の比率でしかない１０。80 年代に入って、国の財政支出全体が抑制される
と、自治省は大都市自治体の財政支出を削減したため、都への支出はされに削減された。
自治省は、自治体間の財政格差を、都などの大都市自治体の税財源によって補填したので
ある。この影響で、国庫支出金の中でも大きなウエイトを占めた国庫負担金、たとえば教
育教職員給与等国庫負担金が削減されることになり１１、都財政においては少ない国庫支出
金がさらに削減されることになって、一層移転財源は少なくなった。98 年度の事例で見て
も、地方財政全体では歳入に占める割合が 15.2%であったのに対し、都財政ではわずかに
9.1%という状況であった。 
確かに、地方自治体の水平的財政調整の役割から見ると、地方交付税交付金の不交付や、
国庫支出金の過少性は、それだけ都財政が潤沢である証左でもあるが、しかし、それは景
気動向が順調に推移している場合であって、逆に経済状況が悪化した場合、都財政の自律
性は裏目に出て、それだけ財政運営は困難となる。都市経済の成長が順調であれば自然増
収しても、不況に陥れば法人二税の歳入全体に占める割合が高いだけに、税収は低下する
のである。その場合の都の増収のための選択は増税か起債かになるが、それは必ずしも容
易ではない。地方税の増税では、課税できる税目、税率などの主要な課税要件のフレーム
が地方税法によって規定されているため、都の思惑通りにはならない。このため、都財政
は経済状況に左右される可能性が高く、知事にはそうした点を考慮して、そのような経済
性を如何に克服するのか、財政を運営することが求められるのである。 
 次に、都は国による統制にも服している。中央政府は租税統制と起債統制という二つの
財政制度を通じて地方自治体（地方政府）を統制する。租税統制には、地方自治体に課税
の自主決定権を認めない課税否認と、税率の自主決定権を制限する課税制限という二つの
手段がある。課税否認により、地方自治体が地方税として課税できる租税は制限され、認
定された租税以外の新設には、自治大臣の許可１２が必要になる。また、課税制限により、
通常、課税は標準税率とされ、これを超過する場合でも上限の制限税率を超えることはで
きない１３。このため、都財政においては許可された範囲内出の税制措置でしか対応できな
いという点がある。 
第二に、地方自治体が資金調達のために負担する債務として、一会計年度を越えて発行
人文社会科学研究 第 22 号 
60 
されるものを地方債というが、その地方債の発行に関わる統制でも、自治大臣の許可が必
要とされている。しかも起債の算定方式には、各地方自治体から提出された起債申請事業
を一件ごとに審査（一件審査）し許可する場合１４と、各地方自治体ごとに許可予定額を決
める枠配分の場合とがあるため、その流用は容易ではない。 
次に、都にとって重要なのは、財政再建団体指定からの回避である。55 年に公布された
地方財政再建促進特別措置法は、実質収支比率が都道府県の場合で 5％以上、市町村の場
合で 20％以上の地方自治体には一部の事業債を除き地方債の起債を許可しないことを定
める。この指定を受けた地方自治体は、自治省の管理下に置かれ、8 年度以内に収支を均
衡させるだけの財政再建計画を策定し、自治省の承認を得なければ、財政再建団体として、
赤字を棚上げする財政再建債の発行が認められず、国の利子補給も受けられない１５。この
ため、この指定は人件費の水準や地方債発行などについて国によって財政運営の規制を著
しく高められるため、地方自治体にとって最も忌避される対象となる。この規定の制定当
初、財政再建団体として 18 府県、570 市町村が指定されていた１６。戦後の歴代知事は如何
なる点においてもこの指定の回避に努力した。 
次に、都には特別区及び都内市町村との関係もあった。都と特別区との関係では、都区
財政調整交付金制度がある。市町村民税法人分、特別土地保有税、固定資産税の 3 税を都
は区を通じて都税として徴収し、その一定率を、これが調整率にあたるが、区ごとに配分
し、他方、基準財政需要額が基準財政供給額を下回る区からはその余剰分を都にいったん
入れ、都と区、区間での財源調整に使用する。この制度は、調整率を変更することで財源
を移転する方法から、調整率は一定にしてその内容を充実させる方向で制度改正が行われ
たが、都の区への支出は何れの方法によっても充実された。しかも、消防、水道、下水道、
都市計画については都が区に代わって事務をとってきたため、74 年の改正までは特別区の
職員の半分に都の職員を派遣していたが、75 年度からは区の固有職員に身分変更もした。
こうした事情から、都財政が逼迫しても、78 年度以降全ての特別区で財政収支は実質黒字
となった。特別区全体の収入は、特別区税が約 3 分の 1、財政調整交付金が約 4 分の 1 と
なっていたのである１７。いかに都の区への財政支出が多大であるかが分かる。 
確かに、都は、市町村民税法人分、固定資産税、特別土地保有税などの法定普通税や、
事業所税、都市計画税などの法定外目的税を都税として徴収し、また特別区域内では、市
税としての法定外目的税と法定外普通税も新設できる権限を持っていたため、やむを得な
いといった点もあったが、都財政の負担は大きかったのである。 
また、特別区の起債許可権は、1999 年度まで自治大臣にあったが、2000 年度から知事に
変更された。このため、都の自由度は増したが、それだけに、特別区が財政赤字になって
も、それは国の責任から都へのそれに移行したという点が重要である。 
 しかし、一方で、都内市町村は特別区に比べて格差があった。これらの自治体は、国と
の関係が他の道府県と市町村との関係と同様であっため、市町村への支出は必ずしも優遇
されてこなかった。多摩地域には 26 市 5 町 8 村の自治体があり、人口 50 万人超の八王子
市から 200 人の青ヶ島村までとその規模の幅は広かった。区部に隣接した地域の人口の変
動は確かに少なくなってはいたが、西部は増大傾向にあった。このことから、特別区に比
べて多摩地区の振興の遅れが指摘され、しかもそれが多摩地域の自治体首長の要求でもあ
った。全市町村の歳入のうち、90 年代以降の平均では約 52 から 53%が地方税であったの
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に対し、都支出金は僅か 10％超でしかなかった。区部に比べて明らかに過少となっていた。
因みに国庫支出金は約 7％、そして地方交付税交付金は約 4％であった。このため都は、市
町村の財政補完の経常経費としては調整交付金、投資的経費として振興交付金、その他、
国保事業補助、福祉施設補助のための施設補助金などを支出せざるを得なかった。 
 従って、知事にはこのような点に配慮しながら財政の効率的な運営が求められた。こう
した制度下、都財政が、財政運営を行う場合、如何なる方法があるのか、この点を次に確
認する。 
（2）財政運営の方法 
 
 都財政の運営では、地方税の新税創設や税率変更によって増収を図る方策、起債の許可
を国に要請して短期的財源を確保する方策、そして都営交通の運賃値上げや営業路線の拡
大を運輸省に申請して認可してもらう方策などがある。一方不特定の都民に対しては、利
用料、手数料、運賃など各種公共料金を値上げすることによって財源を調達するという方
策もある。いずれの方策を選択するかは、時と場所と目的に沿って異なり、しかも知事の
権限に属するため、如何なる方法を採用するかが重要であった。 
 地方税は、使途が制限されることなく都が自由に使用できる普通税と、特定の目的にし
か使用できない目的税とに区分され、普通税のうち、地方税法が税目その他の課税要件を
規定しているものを法定普通税、それ以外を法定外普通税と呼ぶ。この法定普通税の税目
や課税要件は、地方自治体が独自には変更し得ず、自治大臣の許可が必要とされ、地方分
権一括法によって、許可制が事前協議制に改正されたのもごく最近のことである。これに
対し、法定外普通税は、一定の条件１８を満たせば地方自治体が自主的に税目を設定できる
が、その条件は厳しく、実際課税している地方自治体数も限られている１９。96 年度の都道
府県全体と市町村全体の普通会計決算における法定普通税の状況を見ると、都道府県税 14
兆 5915 億円のうちの 86.1%と、市町村民税 20 兆 5022 億円のうちの 91.7%とが法定普通税
であり、法定外普通税は、都道府県税で 220 億円、市町村税ではわずか 6 億円に過ぎなか
った。この点からすれば、実質的に地方政府が選択できるのは、法定普通税であって、例
外的に法定外普通税という選択肢があり得ることを示している。 
また、目的税にも普通税同様、法定、法定外の区別があり、事業所税、都市計画税、国
民健康保険税など、通常は市町村民税として賦課される税目は法定普通税と同様、地方自
治体の裁量の範囲を超えている。ただし、地方分権一括法によって、都市計画税の課税は
地方自治体の判断に委ねられることになったが 98 年度都の普通会計決算で見てもわずか
に 3%程度でしかなく、歳入の動向を決定付ける程の影響力はない。 
 さらに地方税の課税には税率の点でも制約がある。地方自治体が課税する場合、通常採
用すべき税率が標準税率であり、標準税率が法定されている税目では、財政の逼迫状況に
など、特別の理由のある場合を除いて、標準税率を超えて課税することはできない。標準
税率を超過する場合であっても、多くの税目には上限として制限税率が設定されているた
め、地方自治体の自由にはならない。たとえば固定資産税は、標準税率が 1.4%で制限税率
が 2.1%で、地方自治体は 2.1%を超えて課税することはできないのである。超過課税は、
個人への課税も認められてはいるが、実施対象では法人関係が圧倒的に多い２０。目的税も
限定的である。従って、選択し得る方法はそれほど多くはない。 
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 また都など、地方自治体が資金調達のために負担する債務で、返済が一会計年度を越え
る地方債は、一時的な資金繰りのために借り入れられ年度内に返済される一時借入金とは
区別される。地方債は、債券発行の、あるいは証書借り入れ形式で起債される建設地方債
に限定される。地方財政法第 5 条第 1 項は「地方公共団体の歳出は、地方債以外の歳入を
もって、その財源としなければならない」と原則非募債主義をとりつつ、同項但し書きで、
公営企業に要する経費の財源にする場合、出資金および貸付金の財源とする場合など一定
の要件の２１場合には緩和している。適債事業列挙主義を採用し、それ以外の起債を限定的
にしか認めていない２２。つまり、起債能力を持つ地方自治体であっても、財政状態によっ
て起債の範囲を制限し、一定以上の歳入欠陥を生じた地方自治体、あるいは普通税の税率
が標準税率未満の地方自治体では、地方債を公共施設・公用施設の建設などの財源にする
ことはできない。まず標準税率にすることが優先されるのである。 
 このような制限に抵触しなければ、原則として都による起債は可能である。しかし、地
方自治法第 250 条は、「地方債を起し並びに起債の方法、利率及び償還の方法を変更しよう
とするときは、当分の間、政令の定めるところにより、自治大臣又は都道府県知事の許可
を受けなければならない」と規定して、都の意向通りの起債はできない。 
 さらに先進諸国家にはあまり例のない、許可方針２３に沿って、一件ごとの算定が行われ、
各年度の具体的起債許可は、毎年定められる地方債計画および地方債許可方針ならびに取
り扱い上の諸通達という、法令に基づかない行政的措置によってもいるため、国の裁量の
余地を多く残すことになっている２４。つまり総枠を決めているのである。 
 中央政府からの財源移転に十分依存できない都財政の置かれた環境下で、新税の創設や
増税、あるいは起債によって財源調達を求めようとすれば、基本的には国の基準に従う必
要がある。しかし都の自律性を高めようとすれば、知事にはそのような基準を如何にして
克服するのか、その能力が求められる。 
 さらに、都財政には普通会計だけでなく、公的企業財政を扱う特別会計もある。特別会
計には公営企業会計、公社などの事業を扱う事業会計などがあり、何れの公的企業も、現
物給付では料金を、現金給付では利子を徴収し、有償で公共サービスを供給している。公
共サービスは、地方自治体の私的活動でもあるため市場社会と同様に企業の経済性を求め
つつ、これとともに公共性も追求されて、独立採算制が採用されている。 
 このため、公営企業が採算割れすれば、一義的には一般会計から特別会計に出資、貸付
をする必要が生じる。その出資を投資といい、貸付を融資というが、投資や融資は無償給
付ではなく返済を伴う。融資の場合には元金返済とともに利子がつくが、投資の場合には
余剰が生じない限り返済はできないため危険負担を回避する意味で、原則として投資には
普通会計からの租税資金が使用され、融資には金融市場から調達した資金が使用されるこ
とが多い２５。もちろん都の公営企業の特別会計では普通会計からの融資という助成措置も
あるが、その場合、この措置は基本的には会計間の貸借であるため、無利子貸付(これを支
出金という)が通常の措置となる。しかし、公営事業会計は改善されても、普通会計に損失
が生じることになるためより慎重さを伴う。逆にこれへの依存が恒常化すると、経営原理
が曖昧になって財政再建にはむしろ逆行する。この市場調達を前提とした融資に限定され
れば、公営企業の収入は料金が中心になる。公営企業会計も財政悪化になれば、料金値上
げに依存せざるを得ない。従って、通常、公共料金値上げを基本として例外的に財産処分
統治システムの管理の視座－東京都政を中心に－（光延） 
63 
などをすることになった。このため受益者負担として各種料金値上げが行われることにも
なるのである。 
 
（3）財政運営における問題 
 
財政は大きく歳入と歳出の 2 つから構成される。歳入は行政サービスの需要側が負担す
る行政コストであり、税、使用料・手数料など地方自治体が独自に入手する自主財源と、
地方譲与税、地方交付税、国庫支出金など、国あるいは地方自治体（市町村との関係では
都道府県）にその供与を依存する依存財源とに分類される。このような歳入は政策立案、
議会審議などの手続きを経て、土木費、教育費など目的別に、あるいは普通建設事業費、
人件費など性質別に支出される。ただし、何れの方策を選択するとしても、これに利害の
関係するアクターなどからの反対が予想されるため、知事にはそのような点を克服するこ
とが必要である。 
 一方、歳出に関していえば、経常経費と行政サービスとの関係が重要である。ただし、
増収方策に比べて、既存秩序の変更を伴う歳出の削減方策は、諸アクターの抵抗が予想さ
れる行為であるため、知事のリーダーシップに負うところが大きくなる。 
都が、地方交付税の不交付団体であり、かつ国からの移転財源が少ないということであ
れば、国の財政支出からは自律的になる。税収全体に占める法人税の比率が高いという点
では、経済状況によって法人関係税の税収が変動する可能性が高く、それだけ都財政は経
済状況の影響を受け易くなる。このため、都が、中央政府から、一つは地方交付税交付金
や国庫支出金などの移転財源と、また地方税（税率）、地方債（発行の許可）という非移転
財源との二つの手段によって統制されている状況下では、都が自主的に行政サービスを行
う場合、中央政府からの財源移転は期待できず、しかもその場合の地方債の起債は認めら
れる可能性も低くなれば、都の選択する方法は基本的には二通りしかなく、つまり歳出を
効率的に行うか、地方税自体の増収を図る方法かである２６。しかし増収も一定の制度下で
は自由には決定し得ないため、経済状況の好調期には余剰分を各種基金として蓄積し、ま
た逆に経済状況の不調期ではそれらの基金の取り崩して、他の特別会計からの借り入れ、
減債基金積み立ての一部計上見送りなどの財源対策も必要になる。しかし、そのような方
法も限界に達すると、都は財政再建団体に指定されうのを回避すべく、新たな法定外税の
新設、あるいは既存税の税率変更などの拡充策を構想せざる得ない。従って、行政サービ
スの供給側としての都は、歳出削減を優先して行政サービスの削減を、またその需要側の
都民からの歳入拡大のための税財源の保証や受益者負担を求めることが必要になる。 
 その場合、財政運営には、歳出に合わせて歳入を増大させる方法か、歳入に合わせて歳
出を削減する方法かである。増税など、歳入増収方策の選択は、政党などのアクターにと
って政治的負担となるため導入は容易ではないが、危険が大きいのは、歳出削減方策であ
る。個々の政治家にとっては、その選出基盤に関わる政策予算の減少にも直結するため、
再選への脅威と捉えられて一般的には忌諱される。政治家は予算獲得には奔走しても、削
減には全力を挙げて阻止しようと行動する所以である。従って、財政運営に際し、知事は
削減によって影響を受ける利益団体などと提携して行政経費の削減に反対する議会を如何
に説得するか、また一般住民に不人気の負担を課す増税に踏み切るか、あるいは双方を選
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択するかなど、その決断を迫られることになるのである。 
 特に、都財政にとって大きな負担となったのは、特別区財政調整交付金制度に伴う財政
支出であり、消防、清掃、上下水道などの行政サービスであった。当制度は、仮に特定区
が歳出削減に成功して、財政黒字を確保しても、その余剰金は都財政に吸収された上、財
政調整交付金の恩恵にも浴せない仕組みでもあったため、歳出削減の達成の誘因を持ち得
ないという制度上の問題も指摘されてきた２７。つまり、当制度は特別区の歳出拡大をもた
らす要因にもなっていたのである。花井清人の指摘によると、特別区の区域で都が行う大
都市事務の経費は、92 年度一般会計決算では 31.5％で、都財政の約 3 割以上が大都市事務
に充当されていたという２８。他方、都の財源を府県財源と大都市財源とに分けると、府県
財源が 70.1％に対し、大都市財源は 29.9％であった。このように都の財源は大都市事務の
ために多く使われていた。 
財政運営において、何らかの要因によって、その財源保障に支障が生じると、行政サー
ビスは停滞して、その要因の除去が図られる。その要因が財政事情悪化に伴うものであれ
ば、歳出の見直しなどの財政再建が図られる。その際、行政サービス供給側では歳出規律
の制度化を目的に、職員定数削減、行政組織の点検など歳出の抑制が構想される。具体的
には、歳入方策には、受益者負担の導入、起債による財源の確保、そして税制税率による
増収方策である。また歳出削減方策には、都自体の運営費の削減を目指す、経常経費の削
減方策、行政サービス全般の削減がある。 
このため、経常経費に削減や、行政サービスの見直しといった行政役割の縮小化には、
その利害に関わるアクターからの反発を招き易い。このため、知事には、そのようなアク
ターを説得して、円滑に財政運営を行うことが必要とされるのである。 
 
（4）リーダーシップとその条件 
 
以上のような数々の財政運営の方法も、最終的には議会で決定されるため、地方政府を
代表して知事は議会に当たる必要があった。その議会と知事の関係は、一般的には首長優
位が通説的理解であるとされている。このような見方も法令を始め、規範的な制度的要因
を考慮する場合であって、その制度の動態という点からでは異なる展開も考えられるため、
そのような制度は如何に機能するのかといった点をここでは考える。 
国政における自社二党による、いわゆる「五五年体制」の成立以降の都議会では、小政
党の入退場で政党数も増減したが、基本的には自民、公明、社会（民主）、共産の 4 大政党
が議会内に配置され、一定の影響力を有した。1965 年の刷新議会選挙まで自民党は単独で
過半数を制したが、この選挙を期にそれ以降は少数化して、都議会は絶対多数党不在の状
況になっていた。しかし、このような議会環境の中でも特に自民党は第一党の位置を維持
して一つの極を成した。一方、これに対置したのは 60 年代後半期では社会・共産党の枠組
みであり、70 年代にはこれに公明党が加わって、社会・公明・共産党の枠組みとなり、80
年代に入ると、自民党に公明・民社が協力した。90 年代前半期には自民党から公明党が離
脱して社会・民社がこれに加わった。さらに 90 年代中葉以降では、自民党と公明党が主柱
をなすなか、固定した政党連合は不在のまま、各政党は競合状況にあった２９。もちろんこ
れらの政党連合に美濃部都政、鈴木都政、青島都政、石原都政が対応したのはいうまでも 
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表 2 都議選における各政党の当選数の推移３０ 
 
選挙年 定数過半数自由党自民党公明党民主党社会党右社会共産党民社党その他無所属      
昭和22年 120 61 44   24 38  1  4 9      
26年 120 61 65   12 19  2   22      
30年 120 61 17   55 19 13 2   14      
34年 120 61  73   42  2   3      
38年 120 61  69 17  32  2         
40年 120 61  38 23  45  9 4  1      
44年 126 64  54 25  24  18 4  1      
48年 125 64  51 26  20  24 2  2 新自ク     
52年 126 64  56 25  18  11 3  3 10     
56年 127 64  52 27  15  16 5  4 8     
60年 127 64  56 29  11  19 2  4 6 進歩党    
元年 128 65  43 26  29  14 3 2 10  1 ネット日本新  
平成5年 128 65  44 25  14  13 2  7   3 20 民主党
9年 127 64  54 24  1  26   8   2  12 
13年 127 64  53 23    15  1 7   6  22 
 
ない。 
 このような政党連合では、自民党と社会・共産両党とが基本的には対立するなか、公明
党や民社党のいわゆる中道政党は両者の中間に位置した。自民党は比較多数の勢力で実質
的に議案を可決させる影響力を保持したため、これに対抗したのが社会・共産両党のいわ
ゆる「革新勢力」であった。都議会内は、自民党を中心とした一極と革新勢力を中心とし
た一極とが並存する状態になっていたのである。しかし既述のように、これらの政党連合、
すなわち二極はいずれも過半数には達しなかったため、中道政党は何れかの勢力と協調関
係を持つ立場に位置付けられ、一定の影響力を維持する方向に機能した。 
 ところが、中道政党はそのような有利な立場を持った反面で、ジレンマを抱えることに
なる。中道政党は両局の中間に位置し、政策的成果を得ても、その評価が議会内勢力の拡
大に直結しなかったからである。有権者の関心の高い政策課題の決定段階ではキャスティ
ング・ボートを握って政策形成に影響力を行使しても、その政策結果に対する評価は、中
道政党には動員されず、むしろ執行機関とは異なる側に動員されたのである。公明党は 80
年代後半の臨海関連政策の課題をめぐり、執行機関に変更を迫ったが、その成果は、89 年
の都議会選挙で、むしろ自民党に対峙した社会党に動員された。90 年代前半期に公明党は
執行機関から距離を置くが、それに代替したのは、従来執行機関と対立していた社会党で
あった。93 年の都議会選挙で有権者から評価されたのは、国政との関連で新たに登場した
政党であった。議会レベルでの中道政党の政党活動も選挙レベルでは評価されなかったの
である。 
 多党化した議会では、社会党がイデオロギー的に自民党と対立するなか、中道の公明と
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民社両党が、社会党と結ぶことを避けて自民党と妥協するのか、社会党と同盟を組んで、
自民党と距離を保つか、次の都議会選挙を考慮すれば、世論の判断に敏感になり、選挙を
意識せざるを得なかったのも無理はない。労働団体や政党組織内のイデオロギーに影響を
受けた社会党に比べ、中道政党は、イデオロギー的にも、政治的方針の点でも、社共両党
に比べれば柔軟であったため、世論の動向には関心を払ったからである。そのため、世論
が中道政党の自民党への接近に批判的になれば、中道政党は、自らのイデオロギー的な方
針や政策判断が許す限りにおいて自民党から離れ、世論が自民党に対する柔軟な態度を支
持するなら、中道政党は妥協の道と探るといった傾向を強めた。 
確かに、二元的代表制では政策形成における権限が執行機関に優位であったとしても、
議会の決定の影響力は強く、それが多数党不在の、政党間勢力の拮抗する場、すなわち多
党化議会ではなおさらである。しかし、彼らは執行を伴わないため、執行に関わる責任は
全て執行機関に属した。その帰結として知事を始めとした執行機関は、議会に比べてより
多大な政治責任を伴った。このため、利益の分配には熱心な政党も動員し、財政再建に立
ち向かわなければならなかった知事には多大な主導性が要求されたのである。 
 従って、知事には、以上の政策を多様な諸アクターを動員して実施する場合、大きなリ
ーダーシップが要求された。以下では、それを「統治システムの管理」の政治として提出
する。 
 
第 4 節 「統治システムの管理」の政治 
 
統治システムの管理の場では、二つの点が強調される。ひとつは「政策の選択」であり、
他のひとつは政策に関わる「参加アクターの状況」である。財政運営には、如何なる政策
が選択されると、その場には如何なるアクターの参加が見込まれるのかという点が重要で
ある。政策選択とアクターの参加の状態が、リーダーシップに影響を及ぼすからである。 
リーダーシップの議論では、エルジー(Elgie R.)の政治的リーダーシップの議論を視野に
入れることが重要である。彼は、政治的リーダーシップは制度と社会的状況のふたつの要
因に規定されると主張した３１。彼のいう制度とはアクターの行為を制約したり、権限など
の政治資源を提供する憲法を始め法令などの規範やルールを指すが、但し、彼は国政を対
象にしているため、ここではそれを地方政府に読み替えて考える。具体的には、①執行機
関内の制度的状況、②執行機関と議決機関との関係、③議会内政党あるいは政党間関係な
どである。たとえば、①では執行機関内の首長の任期、権限、選出の状況、首長と補助機
関との関係などに関する法令、条例、規範などが、②では議決機関の執行機関に対する支
持不支持の状況、両機関の党派的統一性などが考えられる。さらに③では議決機関内での
政党の凝集性の有無、政党間関係などが制度として考えられる。 
 また社会的状況要因には、①歴史的遺産、②社会の態度、③住民の要求がある。歴史的
遺産では首長が主導性を果たす上で、それまでに得た知識や経験、過去に制度化されたも
のを実施していくことなどが考えられ、その場合、首長の個人的資質にも依存すると考え
られる。社会の態度では、選挙民の政党支持態度が、そして住民の要求では、社会がどの
ような状況にあるか、たとえば財政状況が悪化しているとか、好景気であるとかによって、
住民や有権者の考えは異なるものと考えられる。そして、彼はリーダーシップの個人的度
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を決定して首長に対する支持・不支持を示していくのである。以上の都政と参加の議論を
まとめたのが表 3 と図である。 
 
 
表 3 ある目的のための政策(方策)の決定に関わる参加アクター群 
 
 
○：アクターは丸印の政策（方策）形成に参加することを示す。 
     
   図  リーダーシップの効果 
 
                  直線 G        直線 H 
a 斜線Ｂ：リーダーシップの理想的状況 
          賛                    ＝全数賛成線 
          成            
          の                             点 C        
数                    リーダーシップの 
範囲＝A 
 
                
                 点 D            点 E      直線 I  a=1 
            0    斜線 F         斜線 H        n 
                    参加の数 
 
 表 3 はある方策の選択の場合、その決定には如何なるアクターが関係するのかを、その
方策の種類と個々の方策の形成に参加するアクター数とで表わす。図はある方策の形成に
関わるアクター群が如何なる状況の時、リーダーシップは効果的になるのかを、その方策
      執行機関 議決機関 その他 
     知事 補助機構 議会 国 
      知事職 財政当局 交通局 水道局 関係局 都労連 政党 自治省 運輸省
参加
actor
数
歳入 起債 ○ ○     ○ ○  4 
 税制・税率 ○ ○     ○ ○  4 
 受益者負担 交通運賃 ○  ○    ○  ○ 4 
   水道料金 ○   ○   ○   3 
   公共料金 ○    ○  ○   3 
歳出 行政サービス ○ ○ ○ ○ ○  ○   6 
  経常経費 人件費等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   7 
    組織再編 ○    ○ ○ ○   4 
    通常経費 ○ ○   ○     3 
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の形成に参加するアクター数とそのアクターの中の賛成数（ただし、政治エリートは参加
数には入るが、自らは賛成に誘導する立場であるため、賛成数からは除外される）とで示
す。 
図で、リーダーシップの効果は、原点 0 から 45 度の角度で伸びた直線 B（全数賛成線）
上にある限り最大であり、線上の優劣はない。政治エリートは賛成数（a）にはカウントさ
れないため a は y 軸上の１以上になる。このため、リーダーシップの効果は第一象限の a
＝１と B とに包摂された範囲内で表現される（A）。 
また、リーダーシップの効果は基本的には点 C、D、E の 3 点に代表される。C―E は、
参加数（n）が同じ（直線 H 上）であれば、より多くの a を得たという点で、a の比率の高
い方（C）が a の比率の低い方（E）に優位する場合であり、C―D は、n に対する a の比
率が同じ（斜線 F 上）であれば、より多くの n から a を得たという点で、n の値の大きい
方（C）が n の値の小さい方（D）に優位する場合である。そして、D―E は、a が同じ（直
線 I 上）であれば、a の比率がより高いという点で（斜線 F＞斜線 H）、a の比率の高い方（D）
が a の比率の低い方（E）に優位する場合である。つまりこれらの関係は C＞D＞E という
順序でリーダーシップの効果を表現する。 
ある場に参加するアクターは、政治エリートと如何なる関係にあっても、特定の問題へ
の対処に関しては同じ目的を持ち、その目的遂行のために一定の制度を前提に同一方向に
動員される。このような過程は、参加アクターの自律性を一定程度制限して、一定の方向
に参加アクターを動員するメカニズムであるため、政治エリートが、参加アクターを説得・
納得・同意の上、如何に動員できるかが重要である。この決定作成過程では、究極的には
有権者や世論も動員の対象になり、またこのような過程は有権者や世論の間接統御も受け、
それらの評価の対象になる。こうした見方は、諸アクターの動員方法と、それに対する間
接的統御者の評価への関心である。 
以上を都政の文脈で換言すれば、統治システムの管理とは、政治エリートに、ある課題
に対して、一定のルール等の下での、予算編成、収支見積もりと均衡の確保、予算の執行
にあたっての財政上の統御等々の行政活動を、直接的には政策決定作成に関わる諸アクタ
ーを動員しながら、また究極的には有権者や世論をも動員して実施していく過程である。
この過程は、統治システムの究極的対象である都民や、メディアに代表される世論によっ
て間接的に統御され、評価される。この評価は政治活動や選挙を通じて統治システムに還
元され、政治エリートを中心にした諸アクター等を間接的に統御する。従って、統治シス
テムに関わる諸アクターは、有権者や世論の動静をも意識せざるを得ない。 
このため、統治システムの管理は非前進的（後ろ向きの作業を伴うということ）な面を
持つ。財政再建では、歳入では負担の増大を、歳出では既存利益の削減という現状の変更
を迫るため現行に不利益を強制する。このような都政の応答には、広く都民への説得と都
民の受容を伴うため多くのエネルギーが必要になる。可能であれば回避したい事柄である。
しかし、困難性を伴いながらも、統治システムの管理が行われなければ、自己復旧は容易
ではなくなる。中央政府から自律的である半面、産業社会の影響を受けやすい財政構造に
なっているからである。 
また、統治システムの管理は実践的である。財政的自律性が高ければ、国に依存する度
合いは確かに少ないが、自己管理を任されているだけに、厳格に一定の標準に照して統治
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できなければ、逆に国の管理化に置かれる可能性がある。特に首長や議会の地方政府の中
枢部門は、権力自体を行使する立場にあるため統治の管理は曖昧になる可能性が高いので
ある。 
さらに、統治システムの管理では判断性も求められる。時々の政権が行う政策では、前
政権からの「継続」と「遮断」、一定の政策の「強化」と「弱化」、そして現状変更として
の「新規」と「棄却」といった作業が同時並立的に行われなければならないため、何を優
先させるのかといった点が重要になるのである。 
最後に、統治システムの管理では、財政再建の場合、如何なる程度、既存利益を擁護し、
また改革して一定の秩序を作成するか、政治エリートの能力に依存せざるを得ない点が多
い。以上の点は政治エリートが都政運営を行う際、何らかの形で留意しなければならない
点である。 
以上、本稿は、「統治システムの管理」を、政党間の対立と連合による従来の議論と並行
して都政の戦後を見通せる視座として提起したい。 
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